
局 部 課

3 年度

9

10

人

有

事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

本庁

事業開始年度

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

4

事業の概要

実施根拠
堺市さかい保育士等就職応援事業補助金交付要綱

（根拠法令、条例等）

指標名

無 現状値

年度

Ⅰ．基本情報

有 取組 安全安心で質の高い幼児教育・保育の提供、小学校教育との連携

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略

取組の方向性 ②多様で質の高い教育・保育サービスの提供

2 関連計画

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値

4.2

―

令和4年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和3年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

―

寄与

する

KPI

ゴール

有・無 指標名

―

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

有・無

事務事業名 さかい保育士就職応援事業 事業番号 014-103

担当部署名 子ども青少年 子育て支援 幼保運営

施策3.将来に希望が持てる子育て・教育 ～Children's future～ (1) 妊娠から学齢期まで切れめのない子育て支援の充実

ゴール⑷質の高い教育をみんなに ターゲット

―

― 目標値

平成 28

公民連携・協働事業

点検年度 令和 7

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

保育士不足の解消を図るとともに、保育サービスの供給体制の安定化を図る。

5

市内の認定こども園等へ勤務することが決定した潜在保育士
対象数 単位

約76万（全国）

人

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

　市内の認定こども園等へ勤務することが決定した潜在保育士を対象として、1人あたり400千円を上限に、就職準備

金の貸付事業を行う団体にその経費を補助する。

主な支出先（委託・補助金・負担金等） 社会福祉法人　大阪府社会福祉協議会

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

成果指標(目的の達成状況を測定) 単位
実績 目標 目標

貸付決定者のうち、継続して勤務して

いる者の数（勤務開始日から2年

間）

人

目標値 21 74 126 100

当該指標を選定した理由 安定した保育サービスの供給を測る指標として明確であるため。

目標値の設定根拠・算出方法 過去2年間の貸付決定者数より設定

令和2年度 令和3年度 令和4年度 令和7年度 

点検年度

実績値 19 71

達成率 90% 96%

令和2年度 令和3年度 令和4年度

貸付決定者数

当該指標を選定した理由 市内保育人材確保の推進を測る指標として明確であるため。

目標値の設定根拠・算出方法 過去の目標値及び実績値をもとに算出

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 50 50 50

実績値 61

122% 132%

66

達成率



事業コスト ※当初予算には、前年度からの繰越分を含む。

（ ）

14

15

さかい保育士就職応援事業 事業番号 014-103

令和4年度　事務事業評価シート（２）

13

項　　　目
令和元年度 令和2年度 令和3年度

事務事業名

財

源

内

訳

国支出金 10,143

令和4年度

Ⅲ．投入量

（単位：千円）

事業費  (a)

0

市債 0

決算

2,651 4,529 16,280 4,757

その他

府支出金　

受益者負担金(使用料、手数料等）　

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 4,271 6,169 17,920 6,397 31,180

事業費の内訳 （単位：千円）

一般財源 2,651 4,529 6,137 4,757 6,875

人件費  （ｂ） 1,620 1,640 1,640 1,640 1,640

16

事

業

費

内

訳

項　　　目 年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

R3 決算

R4 予算 R4 予算

R3 決算

さかい保育士等就職応援事業補

助金

R3 決算 4,757 4,757 R3 決算

事業費

R4 予算 29,540 6,875 R4 予算

R3 決算 R3 決算

R4 予算 R4 予算

予算 R4 予算

R3 決算 決算R3

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

② 上記①にかかる年間経費 千円

備考（算出についての説明等）

R3 決算 R3 決算

① 貸付決定者数 人

Ⅳ．事業の効率性
単位当たり経費

17

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19
本事業は、保育士不足の解消を図るとともに、保育サービスの供給体制の安定化を図ることを目的に、市内の認定こども園等へ勤務することが決定し

た潜在保育士を対象として、就職準備金の貸付を行うものであり、本市保育人材確保を推進することで、待機児童解消に寄与している。

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18

令和3年度も前年度に引き続き、目標値を上回る実績となった。

本事業は、潜在保育士に対し、学び直しのための研修受講費や通勤用の自転車、園で使用する被服などの購入に充てるための就職準備金の貸付

けを行うことによって、市内の認定こども園等への就職を促進し、また、2年以上の勤務で返還が免除されることから、就職継続にもつながっている。貸

付金の90%に国庫補助金を活用しており、効率的な運用に努めている。

R4

単位区　　分 令和2年度

61

6,169

101,131

R4

決算 当初予算 決算 当初予算

22,665

0

うち

一般財源

0

29,540

R4 予算

令和3年度

66

13,617

206,318

予算


